
附 属 明 細 書 

 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の明細 

 

「財務諸表に対する注記 ４.貸借対照表の注記 (5)有形固定資産及び無形固定資産の内訳と

増減額及び残高」にあり、記載を省略する。 

 

 

（２）引当金の明細 

 

「財務諸表に対する注記 ４.貸借対照表の注記 (8)引当金の内訳と増減額及び残高」にあり、記

載を省略する。 

 

 

（３）財務規律適合性に関する明細 

① 中期的収支均衡に関する数値及びその計算の明細 

【別表 A（１）（中期均衡の計算（収益事業等の利益額の 50％を繰り入れる場合）)】のとおり。 

【別表 A（５）－１（公益充実資金の明細）】のとおり。 

【別表 A（５）－２（公益充実資金の明細）】のとおり。 

② 公益目的事業比率に関する数値及びその計算の明細 

【別表 B（１）（公益目的事業比率の算定総括表）】のとおり。 

【別表 B（５）（公益目的事業比率に係る計算表）】のとおり。 

③ 使途不特定財産額（公益目的事業継続予備財産に係るものを含む）に関する数値及びその

計算の明細 

【別表 C（１）（使途不特定財産額の保有制限の判定）】のとおり。 

【別表 C（２）（控除対象財産）】のとおり。 

【別表 C（５）（公益目的事業継続予備財産）】のとおり。 

 

 

 

 

財 産 目 録 

 

「財務諸表に対する注記 ４.貸借対照表の注記 (2)資産及び負債の状況」に記載のため、作成し

ない。 



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第４号

【別表A（１）（中期均衡の計算（収益事業等の利益額の50％を繰り入れる場合）)】

a

b

c

d

e

△

A B

A C D

E

B J G

H

F

I

J

a

b

c

d

e

ｆ

円

2025/4/1 ～ 2026/3/31 0 円 0 円 0 円

～ 0 円 0 円 0

～ 0 円 0 円

円 0 円～ 0 円 0

0 円

～ 0 円 0 円 0 円

0より大きい場合、中期的収支均衡が図られ
ていないと判定されます。

～ 0 円 ←

発生事業年度 残存剰余額 残存欠損額 特例残存欠損額

翌事業年度に繰り
越す残存剰余額

0 0 0 0 0 0

４． 当該事業年度の残存剰余額・残存欠損額・特例残存欠損額

　翌事業年度に繰り越される黒字・赤字を基に、中期的収支均衡が図られているかを確認します。

円

0

0 0 円 ←

0 0 円

解消対象となる
剰余額

0 0 0 0

　２．の通算後に暫定残存剰余額又は残存剰余額が残る場合、その額を公益目的保有財産の取得等に充てることで解消することが
できます。【⇒解消策の内容は別様式に記載】

a/G-a b/G-ｂ c/G-ｃ d/G-ｄ e/G-e
暫定残存剰余

額（D）
年度剰余額がある場合、a-eの残存剰余額とDを記載
年度欠損額がある場合、Gで計算したa-eを記載（「暫定残存剰余額（D）」
の欄は0）

解消額 0 0 0

３． 暫定残存剰余額又は残存剰余額の解消

0 円 ← 旧制度における未解消の剰余金がある場合まずそちらから解消

通算額
（収支相償の剰余金）

通算後に
残る額

0 0 0 0 0 円

円通算額 0 0 0 0 00 円 0 円 0 円

ｂ ｃ ｄ e
年度欠損額が

ある場合
年度欠損額

通算額
（残存剰余額）

残存欠損額
（B－J－F）

通算した残存剰余
額の発生事業年度

a

通算後に
残る額

0 0 0 0 円

円0 円 0 円 0 円 通算額 0 0 0 0

　年度剰余額がある場合は、残存欠損額と通算し、年度欠損額がある場合は、残存剰余額と通算します。
年度剰余額が

ある場合
年度剰余額

通算額
（残存欠損額）

暫定残存剰余額
（A－C）

通算した残存欠損
額の発生事業年度

b ｃ d e

0 円 0 円

※公益目的事業会計において、指定純資産から一般純資産への振替がある場合、振替額を「公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益」欄に
加算してください。

２． 年度剰余額／年度欠損額と残存剰余額／残存欠損額との通算

合計 6 79,722,346,276 円 79,722,346,276 円

収入≧費用 収入＜費用

その他の事業（相互扶助等事業）
から生じた利益の繰入額

5 0 円
年度剰余額

（収入－費用）
年度欠損額

（費用－収入）

収益事業等から
生じた利益の繰入額

収益事業から
生じた利益の繰入額

4 0 円

公益充実資金に関する収支（当期の取崩額（公益目的事業財産の取得等に係る
部分を除く）を「収入」欄に、積立額を「費用」欄に記載）

3 0 円 587,989,217 円

円

減価償却費に係る調整（経常費用の控除対象） 2 円

１． 公益目的事業会計全体の当該事業年度の収支比較

　法人の公益目的事業会計全体に係る収入と費用等を比較します。

収入 費用

公益目的事業会計の損益計算書（一般純資産に係るものに限る）の経常収益、経
常費用

1 79,722,346,276 円 79,134,357,059

～ 円 円 円

下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。

0．前事業年度に算定した残存剰余額・残存欠損額・特例残存欠損額

　前事業年度から繰り越した、過去の黒字・赤字を確認します。

円 円

円

～ 円 円 円

～ 円 円

旧制度分解消

～ 円

発生事業年度 残存剰余額 残存欠損額 特例残存欠損額

～ 円
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【別表A（５）－１（公益充実資金の明細）】

下表の水色欄（■）を記載ください。黄色欄（■）は自動計算されます。

公益充実資金の前年度末値を確認します。

公益充実資金の本年度末値を確認します。

中期的収支均衡の観点で、50%を超えて繰入れをする際に使用する公益充実資金の各種算定値を確認します。

公益目的事業費率及び使途不特定財産上限との関係で、公益充実資金における必要な値を確認します。

0 円合計 587,989,217 円

費用 293,994,609 円

各資金の明細 積立内訳（算定値、公益実施費用額に算入） 取崩内訳（公益実施費用額から控除）

掛金軽減率等準備資金A 費用 293,994,609 円

掛金軽減率等準備資金B

円 299 月 377,739,563 円掛金軽減率等準備資金B 費用 587,989,217 円 9,412,010,783

47 月 0 円 377,739,563 円掛金軽減率等準備資金A 費用 10,000,000,000 円 0 円

各資金の明細 期首積立内訳（算定値） 残り必要額（算定値） 支出までの残存期間 活動毎積立基準額（算定値） 積立基準額（算定値）

0 円

円10,000,000,000 円 0 円 0 円

当該事業年度開始日(西暦) 2025.4.1

本年度末

前期末残高 取崩額（合計値） 取崩額のうち資産取得分以外 積立額 今期末残高 積立限度額

掛金軽減率等準備資金B 費用 2050 10,000,000,000 円 0 円

587,989,217 円 10,587,989,217 円 20,000,000,000

各資金の明細 実施時期（年度）※西暦 所要額 取崩額（個別） 備考

掛金軽減率等準備資金A 費用 2029 10,000,000,000 円

前年度末

各資金の明細 実施時期（年度）※西暦 所要額 残高

掛金軽減率等準備資金 費用 2029 10,000,000,000 円 10,000,000,000 円

円 円

１． 公益充実資金の前年度末明細

２． 公益充実資金の本年度末明細

３． 公益充実資金の積立内訳、積立基準額の算定値（中期的収支均衡の50%超繰入れ時用）

４． 公益充実資金と公益目的事業費率、使途不特定財産上限との関連値
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【別表A（５）－２（公益充実資金の明細）】

2025 年 4 月

所要額の算定方法

今後も18歳人口の減少や社会環境の変化など私立大学等の経営環境がさらに厳しくなることが予想され、
将来に向け安定的な退職資金交付事業が行えるように、少なくとも必要額は１００億円と設定し、年間平均
蓄積額を4億円と見積り25年かけて蓄積することから2050年度に退職資金に充当(取崩)することを見込んで
いるものです。

～ 2050 年 3 月 月数　（

費用

特定の事業又は資産取得等の名称 掛金軽減率等準備資金A

当該活動の内容
掛金等の保有資産を安全かつ有利に運用することにより発生した資金を蓄積し、一定時期に学校法人(維
持会員：令和８年５月現在580会員)に交付することにより学校法人の掛金負担の軽減を図るほか、学校法
人が経営破綻等に陥った場合の救済等に対応するものです。

47 月）

所要額の算定方法

18歳人口が減少となるなど私立大学等の経営環境が厳しくなることが予想され、令和10年代はじめには再
び退職者数の増加が見込まれています。このことを踏まえ有効かつ必要な時期に実施するため、１００億円
を令和11(2029)年度に維持会員の退職資金に充当することで軽減を図ることを計画(第13次掛金率)してい
ます。なお、第14次掛金率(令和10～12年度適用)は、令和8年度中に推計・検討し令和9年6月に決定する
予定としており、その際、より適切かつ有効と判断した場合には充当時期等の変更があり得ます。

特定の事業又は資産取得等の名称 掛金軽減率等準備資金B

当該活動の内容
掛金等の保有資産を安全かつ有利に運用することにより発生した資金を蓄積し、一定時期に学校法人(維
持会員：令和８年５月現在580会員)に交付することにより学校法人の掛金負担の軽減を図るほか、学校法
人が経営破綻等に陥った場合の救済等に対応するものです。

計画期間（目的設定～実施） 西暦 2026 年 3 月 288 月）

費用

～ 2029 年 3 月 月数　（計画期間（目的設定～実施） 西暦



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第５号

【別表B（１）（公益目的事業比率の算定総括表）】

0 円

 管理運営費用額（22欄～29欄 合計額） 30 85,430,674 円

 引当金の取崩額 28 0 円

 財産の譲渡損等 29 0 円

管 理 運 営 費 用 額 の 計 算

 管理費の額 22 85,430,674 円

調
　
整
　
額

 土地の使用に係る費用額 23 0 円

 特定費用準備資金積立額 26 0 円

 特定費用準備資金取崩額 27 0 円

 融資に係る費用額 24 0 円

 無償の役務の提供等に係る費用額 25

 収益等実施費用額（13欄～20欄 合計額） 21 0 円

 特定費用準備資金取崩額 18 0 円

 引当金の取崩額 19 0 円

16 0 円

 特定費用準備資金積立額 17 0 円

調
　
整
　
額

 土地の使用に係る費用額 14 0 円

 融資に係る費用額 15 0 円

 無償の役務の提供等に係る費用額

 財産の譲渡損等 20 0 円

 公益実施費用額（4欄～11欄 合計額） 12 73,177,900,492 円

収 益 等 実 施 費 用 額 の 計 算

 収益事業等に係る事業費の額 13 0 円

0 円

 公益充実資金積立額 8 587,989,217 円

 公益充実資金取崩額 9 0 円

 融資に係る費用額 6 0 円

 無償の役務の提供等に係る費用額 7 0 円

公 益 実 施 費 用 額 の 計 算

 公益目的事業に係る事業費の額 4 79,134,357,059 円

調
　
整
　
額

 土地の使用に係る費用額 5 0 円

 引当金の取崩額 10 6,544,445,784 円

 財産の譲渡損等 11

 公益実施費用額+収益等実施費用額+管理運営費用額
(12、21、30欄の合計)

2 73,263,331,166 円

 公益目的事業比率（1欄÷2欄） 3 99.8 ％

　（公益法人認定法第５条第８号に定められた公益目的事業比率について審査します。）

公 益 目 的 事 業 比 率 の 算 定

 公益実施費用額(12欄より) 1 73,177,900,492 円
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【別表B（５）（公益目的事業比率に係る計算表）】

(単位：円）

公益目的事業会計 収益事業等会計 法人会計 合計 配賦基準

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：従事割合

公益65％、法人35％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

会議費 402,618 991,359 1,393,977

研修費 0 83,500 83,500

福利厚生費 11,004,886 5,925,697 16,930,583

役員退職慰労金 185,497 99,883 285,380

退職給付費用 3,727,040

9,568,390 27,338,260

役員退職慰労引当金繰入額 1,360,290 732,460 2,092,750

給料手当 53,012,145

0 147,980,762

28,544,993 81,557,138

通信運搬費 4,447,132 1,136,328 5,583,460

旅費交通費 791,926 714,025 1,505,951

役員報酬 17,769,870

2,006,860 5,733,900

各会計区分別に経常費用の形態別分類別（中科目別）の費用額を記載してください。各事業別（公１、公２）や科目を細分化した記載も構いません。複
数の計に共通して発生した費用がある場合には、各会計への配賦額とその配賦基準を記載してください。

退職資金交付金 78,721,964,332 0 78,721,964,332

賞与引当金繰入額 7,540,000 4,060,000 11,600,000

退職資金特別交付金 147,980,762



配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益50％、法人50％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益60％、法人40％

配賦基準：使用割合

公益60％、法人40％

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：直接配賦

配賦基準：使用割合

公益70％、法人30％

配賦基準：直接配賦

79,134,357,059 0 85,430,674 79,219,787,733

手数料 833,288 434,567 1,267,855

委託費 81,003,623 17,098,636 98,102,259

諸謝金 1,650,000

合計

雑費 0 1,598,976 1,598,976

支払利息 29,479 12,629 42,108

3,265,860 4,915,860

租税公課 0 46,830 46,830

賃借料 9,581,628 6,383,075 15,964,703

光熱水料費 519,776 346,507 866,283

消耗品費 165,930 469,658 635,588

印刷製本費 1,685,460 54,590 1,740,050

消耗什器備品費 536,295 536,295 1,072,590

減価償却費 68,165,082 1,319,556 69,484,638
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【別表C（１）（使途不特定財産額の保有制限の判定）】

使途不特定財産額＝資産－（負債＋一般社団・財団法人法第131条の基金）－（控除対象財産－控除対象財産の対応負債の額※）－予備財産額

円 円

円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

円 円

保有上限額

～ 基本（過去５年間の平均値）

～ 当該事業年度の値

～ 前事業年度の値

～

～

（当該事業年度における公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円 ##

円

円

円

使途不特定財産額の保有上限額の超過の有無 42 適合

使途不特定財産額の保有上限額 40

【判定結果】

使途不特定財産額の保有上限額　15欄 40 74,500,869,711

使途不特定財産額　30欄 41 0

＜欄外＞事業年度が１年でない場合の第40欄の記入欄

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 714,018 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39

一般純資産の額 38 14,407,833,205 一般純資産の額 38 0

その他負債の額　9欄（10欄-35欄-36欄と同額） 37 944,156 その他負債の額　10欄-35欄 37 0

各資産に直接対応する負債の額　5欄+6欄+7欄 36 189,340,241,438

引当金勘定の合計額　8欄 35 84,956,070 引当金勘定の合計額　8欄 35

31欄-32欄-33欄 34 10,896,640,923 31欄-33欄 34 0

指定純資産の額　12欄 33 100,000,000 指定純資産の額　12欄 33

控除対象財産に直接対応する負債の額　5欄 32 0

４．控除対象財産に対応負債の額の計算（次の２つの方法のうちいずれかをリストから選択してください。）

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法 公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法

控除対象財産の額　1欄 31 10,996,640,923 控除対象財産の額　1欄 31

使途不特定財産額　24欄-25欄-26欄-27欄+28欄-29欄
（0以下の場合は0）

30 0

一般法人法
第131条の基金　11欄

26 0 予備財産額 29 3,519,772,811

負債　10欄 25 189,426,141,664 対応負債の額　39欄 28 714,018

３．使途不特定財産額の計算

資産　4欄 24 203,933,974,869 控除対象財産の額　1欄 27 10,996,640,923

0 円

計 19 79,722,346,276 控除額計 23 0

公益充実資金の積立額
（A(5)-1 ４表合計から転記）

18 587,989,217 円 公益充実資金の取崩額　（A(5)-1 ４表合計から転記） 22

20

商品等の原価を予め費用計上していない場合のみ
商品等譲渡に係る原価相当額

17 財産の譲渡損、評価損等の額 21

当該事業年度 79,722,346,276 円

損益計算書上の公益目的事業に係る事業費（一般純資産
及び指定純資産に係るもの）の額

16 79,134,357,059 公益実施費用額から控除する引当金の取崩額

円

2023/4/1 2024/3/31 74,960,814,163 円
（当該事業年度又は前事業年度を選択する場合理由を記載）

2024/4/1 2025/3/31 74,478,650,708 円

2022/4/1 2023/3/31 74,417,903,264 円

円

2021/4/1 2022/3/31 74,198,740,525 円 円

２．使途不特定財産額の保有上限額（＝公益目的事業の実施に要した費用の額に準ずる額）の計算

事業年度（過去５年間）
公益目的事業の実施に要した

費用の額に準ずる額
15

2020/4/1 2021/3/31 74,448,239,894 円 レ 74,500,869,711

資産計 4 203,933,974,869 負債の部及び純資産の部合計 14 203,933,974,869

指定純資産の額 12 100,000,000

一般純資産の額 13 14,407,833,205

10 189,426,141,664

純資産の部

一般社団・財団法人法第131条の基金の額 11 0

引当金勘定の合計額 8 84,956,070

その他負債（各資産に直接対応しない負債）の額 9 944,156

負債の合計額

固定資産（控除対象財産以外）の額 3 110,917,926,801 固定資産（控除対象財産以外）に直接対応する負債の額 7 116,578,827,352

0

流動資産（控除対象財産以外）の額 2 82,019,407,145 流動資産（控除対象財産以外）に直接対応する負債の額 6 72,761,414,086

この様式では、使途不特定財産額が、使途不特定財産額の保有上限額を超えていないことを確認します。
使途不特定財産額は、以下の計算により算定します。

※対応負債の額とは、控除対象財産に直接対応する負債の額とその他の負債のうち控除対象財産に按分された負債の合計額です。
　なお、控除対象財産から対応負債の額を控除するのは、借入金等によって資産を取得している場合には、負債が二重で減算されることになってしまう
　ためです。

１．使途不特定財産額の計算に必要な数値の作成（下記３．及び４．に必要な数値を作成します。）

資産の部  負債の部

控除対象財産の額
（C(2)控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）から転記）

1 10,996,640,923 控除対象財産に直接対応する負債の額 5



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号等

【別表C（２）（控除対象財産）】

円 円 円 円 円

（※）公益目的保有財産のうち、公益充実資金の取り崩し又は剰余金の解消策として取得したものがある場合には、公益充実資金の取り崩し又は解消額とした額を明らかにする必要があります。

管

管

管

円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

4
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階 管理運営の用に供している 0 円 8,989 円

ノートパソコン
（Surface LAPTOP）

431,475 円 0 円 422,486 円

10,000,000,000 0 587,989,217 0 10,587,989,217

３．公益充実資金（A（５）より）

帳簿価額（C)

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円 0 円 0 円 06
その他固定資産
（保証金）

アクセスポイント

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管
管理運営の用に供している 31,000,000

事務所敷金

計（B） 32,829,817 1,319,556 654,489 0 32,139,835

円 31,000,000 円

111,507 円 0 円 105,932 円3
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管

管理運営の用に供している 0 円 5,575 円

円 0 円 82,262 円
有形固定資産
（什器備品）

2

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管理運営の用に供している 0 円 4,330 円 111,507

ルーター

376,511,871

1

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階

管
管理運営の用に供している

ノートパソコン

円0 円 529,155740,817 円 211,662 円 0 円

事務所敷金 認定前

有形固定資産
（什器備品）

２．法人活動保有財産（公益目的事業に必要な収益事業等その他の業務又は活動の用に供する財産）

番号 財産の名称
場所

事業区分
（収、管） 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況
等）

帳簿価額

面積、構造、物量等 事業番号 前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

計（A） 443,207,947 68,165,082 1,469,546 0

円 0 円 46,500,000 円9
その他固定資産
（保証金）

千代田区九段北四丁目２番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の施設に使用

している
46,500,000 円 0 円 0

退職資金申請システム 認定後

8
その他固定資産
（投資有価証券）

三井住友信託銀行
運用益を退職資金交付事業の財
源として使用している。基本財産

100,000,000 円 0 円 0 円 0 円 100,000,000 円

利付国庫債券 第１５４回 認定後

円 0 円 227,046,820 円7
無形固定資産
（ソフトウェア）

日本電子計算（株）
退職資金交付事業の交付申請等
に使用している

291,917,340 円 64,870,520 円 0

ノートパソコン（Surface
LAPTOP）

認定後

6
有形固定資産
（リース資産）

千代田区九段北四丁目２番25
号　私学会館別館10階 共有財産うち公益目的保有財産

70％、管理目的保有財産30％
2,541,000 円 2,540,999 円 0 円 0 円 1 円

事務系サーバ一式 認定後

円 0 円 985,801 円5
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目２番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の事務に使用

している
0 円 20,974 円 1,006,775

ルーター 認定後

4
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目２番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の事務に使用

している
0 円 13,009 円 260,723 円 0 円 247,174 円

アクセスポイント 認定後

ノートパソコン 認定後

3
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目２番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の事務に使用

している
0 円 10,102 円 202,048 円 0 円 191,946 円

493,878 円 0 円 0 円 1,234,695 円

Dr.sum用メモリ（新退職資金
申請システム用）

認定後
305,434 円1

有形固定資産
（什器備品）

215,600 円 0 円 0 円

不可欠
特定財産 公益充実資金の取り崩し又は

剰余額の解消策に充てた額の
管理（※）面積、構造、物量等 前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末 取得時期

5
有形固定資産
（リース資産）

千代田区九段北四
丁目2番25号　私学
会館別館10階 管理運営の用に供している 1,089,000 円 1,089,000 円

１．公益目的保有財産（継続して公益目的事業の用に供する公益目的事業財産）

番号 財産の名称
場所 財産の使用状況

（概要、使用面積、使用状況
等）

帳簿価額

千代田区九段北四丁目2番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の交付申請等

に使用している
521,034 円

2
有形固定資産
（什器備品）

千代田区九段北四丁目2番25
号　私学会館別館10階 退職資金交付事業の事務に使用

している
1,728,573 円

事務系サーバ一式

0 円 0 円 0 円



円 円 円 円 円

円 円 円 円 円

６．指定寄附資金（交付者の定めた使途に充てるために保有している財産）

円 円 円 円 円

（※）公共通、公１、公２、収１、管 等

円 円

円 円 円

<参考値>

1から６の財産の合計額
期末（公益）

10,964,501,088

控除対象財産の額（Ａ～Ｆの合計）
前期末 期末

10,476,037,764 10,996,640,923

計（F） 0 0 0 0 0

期末（公益以外）

32,139,835

総合計

10,996,640,923

円 円

円円 円 円

円 円 円

円

番号 資金の名称 区分
（※）

交付者の定めた使途
帳簿価額

前期末 当期減少額 当期増加額 評価差額 期末

計（E） 0 0 0 0 0

円円 円 円円

円円 円 円円

５．特定費用準備資金(公益以外の特定の活動の実施)（C（４）より）

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

計（D） 0 0 0 0 0

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末

円 円 円

円

円

円 円 円円

円

４．資産取得資金（公益以外の法人活動保有財産の取得又は改良）（C（３）より）

番号 資金の名称 収・管
帳簿価額

前期末 取崩額 積立額 評価差額 期末



認定法第21条第２項第４号及び認定規則第46条第１項第６号及び第８号

【別表C（5）（公益目的事業継続予備財産）】

1 円

2 円

3 円

4 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

円

円 円

円 円

円 円

公益目的事業継続予備財産を保有する場合には、以下の事項について記載ください。

①保有の必要性

公益目的事業継続予備財産を保有する必要性を記載ください。以下のⅰ～ⅳの観点からの御説明が考えられま
す。
ⅰ　公益法人の事業内容、ⅱ　資産及び収支の状況、ⅲ　災害その他の予見し難い事由の発生により想定され
る公益目的事業の継続が困難となる事態、ⅳ　不測の事態に備えた平時の取組

ⅰ：当法人の業務は、私立大学等の教職員の待遇の安定と向上に資し、あわせて私立大学等を設置する学校法人の経営の安定に寄与す
るために当該学校法人に対し教職員の退職金に必要な資金を交付しています。
ⅱ：退職資金交付事業は、学校法人(維持会員：令和8年5月現在580会員)から掛金の納入を受け当該年度に必要な退職資金を交付してい
ます。令和7年度収支は経常収入約798.1億円、支出約792.2億円で、当期は約5.9億円の経常収益です。
ⅲ：天変地異、感染症や社会環境の急激な変動など予見しがたい事由により、学校法人が掛金を長期にわたり支払うことが困難又は退職
者の急増などによる経営困難や、当財団の経営危機が考えられます。
ⅳ：このため、平時から可能な限り資金を確保して蓄積するとともに、事業継続計画を策定し備えています。

②限度額 36,000,000,000 円 上記①の必要性に基づき必要となる金額とその理由・根拠を記載ください。

維持会員から１か月に約６０億円の掛金が納付され、年間に約７００億円の退職資金を交付していること、及び緊急時の当財団における設
備等整備や事業するための資金を確保する観点から、掛金の半年分(退職資金の半分)程度の３６０億円を限度額とします。

③公益目的事業継続予備財産額
使途不特定財産額の計算において控除される予備財産額は、「上記②限度額」又は「使途の定まっていない公益
目的事業財産（対応する負債を除く）の額」のいずれも超えることはできません。

②限度額
使途の定まっていない公益目的事業財
産（対応する負債を除く）の額（※）

公益目的事業継続予備財産額

円

（※）使途の定まっていない公益目的事業財産（対応する負債を除く）の額＝公益目的事業会計の資産額（対応する負債を除く）－公益目的
事業会計の控除対象財産（対応する負債を除く）の額で算定

公益目的事業会計の資産額 203,876,162,534

公益目的事業会計の負債額 189,392,352,160

36,000,000,000 円 3,519,772,811 円 ⇒ 3,519,772,811

0

公益目的事業会計の控除対象財産額 10,964,501,088

公益目的事業会計の控除対象財産の対応負債の額 463,525

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法

公益法人認定法施行規則第36条第7項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

公益法人認定法施行規則第36条第8項の方法
（公益目的事業会計に係るものを記載）

控除対象財産の額　3欄 31 10,964,501,088 控除対象財産の額　3欄 31
控除対象財産に直接対応する負債の額　Ｃ（１）5欄のうち公益
目的事業会計に係る額 32 0

指定純資産の額 33 100,000,000 指定純資産の額 33

31欄-32欄-33欄 34 10,864,501,088 31欄-33欄 34 0

引当金勘定の合計額 35 55,221,440 引当金勘定の合計額　9欄 35

0

各資産に直接対応する負債の額　C(1)5欄+6欄+7欄のうち公益目的事業会計に係る額 36 189,336,517,020

その他負債の額　2欄-35欄-36欄 37 613,700 その他負債の額　2欄-35欄 37

0

一般純資産の額 38 14,383,810,374 一般純資産の額 38

対応負債の額　32欄+34欄×37欄/(37欄+38欄) 39 463,525 対応負債の額　34欄×37欄/(37欄+38欄) 39


